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証券コード　7521

令和元年６月11日

株　主　各　位

東京都中央区銀座八丁目20番36号

株式会社 ム　サ　シ
代表取締役社長　羽 鳥 雅 孝

第98期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第98期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、令和元年６月26日（水曜日）

午後５時45分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 令和元年６月27日（木曜日）午前10時

２．場 所 東京都中央区銀座七丁目13番20号

銀座中村ビル１階　Sun-mi高松７丁目店

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第98期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

２．第98期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

計算書類報告の件

決 議 事 項

＜会社提案（第１号議案から第４号議案まで）＞

第１号議案

第２号議案

第３号議案

第４号議案

剰余金の処分の件

取締役13名選任の件

監査役２名選任の件

退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

－ 1 －
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＜株主提案（第５号議案から第７号議案まで）＞

第５号議案

第６号議案

第７号議案

剰余金の処分の件

定款変更の件

自己株式の消却の件

株主提案（第５号議案から第７号議案まで）に係る議案の要領及び提案の

理由は、後記「株主総会参考書類」（44頁から47頁まで）に記載のとおり

であります。

４．議決権行使にあたっての注意事項

会社提案である第１号議案と株主提案である第５号議案は、相反する関係

にあります。従いまして、双方に賛成された場合は、第１号議案及び第５号

議案への議決権の行使は無効とさせていただきますので、ご注意ください。

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　

https://www.musashinet.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 2 －
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（添付書類）

事　業　報　告

(平成30年４月１日から)平成31年３月31日まで

１．企業集団の現況
(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢の改善など緩

やかな回復基調が続く一方で、米中貿易摩擦の長期化や海外経済の減速によ

る影響が懸念されるなど、先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような状況のもと当社グループでは、文書のデジタル化事業や印刷機

材、及び貨幣処理機器やセキュリティ機器、紙・紙加工品などの販売に注力

するほか、全国の地方選挙向け機材の販売に積極的に取り組んでまいりまし

た。

この結果、当期の連結業績は、売上高371億35百万円（前年同期比0.4％減）、

営業利益３億６百万円（前年同期比68.1％減）、経常利益３億87百万円（前

年同期比63.5％減）、親会社株主に帰属する当期純利益１億83百万円（前年

同期比75.3％減）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、セグメントの売上高及び営業利益はセグメント間の取引を相殺消去

しておりません。

（情報・印刷・産業システム機材）

情報・産業システム機材は、スキャナー等の電子化機器の販売が落ち込ん

だほか、文書のデジタル化事業において官公庁・自治体からの大型案件の減

少により受注が低調に推移しましたが、ミクロフィルターなどの高機能材料

や工業用検査機器の販売が伸長したため、前年実績を若干上回りました。

印刷システム機材は、レーザー加工機などの印刷後加工分野の機器販売は

伸長しましたが、主力の印刷機器及び印刷材料の販売が需要低迷により落ち

込み、前年実績を若干下回りました。

以上の結果、売上高は215億８百万円（前年同期比0.2％減）となり、利益

面では印刷システム機材分野の利益率低下が影響し、２億16百万円の営業損

失（前年同期は営業損失２億81百万円）となりました。

（金融汎用・選挙システム機材）

金融汎用システム機材は、金融機関向け貨幣処理機器の更新が進んだほか、

インバウンド需要により外貨処理システムの販売が堅調に推移しましたが、

金融機関の設備投資抑制の影響でセキュリティ機器の販売が落ち込んだため

前年実績を下回りました。

－ 3 －
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選挙システム機材は、全国の地方選挙及び４月の統一地方選挙向けに投票

用紙交付機や計数機などの機器やシステムの販売が好調に推移しましたが、

前年に実施された衆議院選挙向け需要の反動減の影響が大きく前年実績を下

回りました。

以上の結果、売上高は55億６百万円（前年同期比21.9％減）となり、営業

利益は３億90百万円（前年同期比64.8％減）となりました。

（紙・紙加工品）

紙・紙加工品は、医薬品や化粧品向け紙器用板紙の販売は伸長しましたが、

感光材料向け特殊包装紙の販売が需要減少の影響により低迷しました。また、

感圧紙等の販売は概ね順調に推移しました。

この結果、売上高は98億85百万円（前年同期比15.9％増）と新子会社が通

期で連結対象となった効果により前年実績を上回りましたが、利益面につい

ては「のれん」の償却負担もあり24百万円の営業損失(前年同期は営業損失７

百万円)となりました。

（不動産賃貸・リース事業等）

不動産賃貸・リース事業等の業績は順調に推移し、売上高は５億15百万円

（前年同期比6.1％増）、営業利益は１億54百万円（前年同期比13.3％増）と

なりました。

(2) 設備投資の状況

特に記載すべき事項はありません。

(3) 資金調達の状況

特に記載すべき事項はありません。

(4) 対処すべき課題

当社グループは、情報システム機材分野の文書デジタル化事業において、

関連グループ会社と連携し案件ごとの採算性を注視しながら、国内最大のイ

メージングセンターを活用した高い生産性や万全なセキュリティ体制など、

当社グループ事業の特長を活かした電子化サービスの提案を行い、民間企業

からの受注拡大と官公庁・自治体を中心とする大型案件の受注獲得に取り組

んでまいります。

印刷システム機材分野では、収益性の改善を図るため、レーザー加工機な

どの印刷後加工分野の機器や、自社開発ソフトウェアの拡販に注力するとと

もに、小ロットのデジタル印刷が進むシール・ラベル市場での販路拡大を進

めてまいります。また、無処理型印刷材料の普及にも取り組んでまいります。

金融汎用システム機材分野では、金融機関における内部管理強化や事務効

率化に対する課題を的確に把握し、その解決に向けた機器やシステムの開発

を推進する提案型の営業に注力してまいります。

選挙システム機材分野では、国政選挙の有無にかかわらず安定した業績を

確保するため、地方選挙での事務効率化機器の導入促進に注力するほか、選

挙の業務管理システムの拡販に取り組んでまいります。

－ 4 －

事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況の推移、
重要な親会社及び子会社の状況



2019/05/25 11:17:48 / 18483263_株式会社ムサシ_招集通知

紙・紙加工品分野では、需要減少が続く印刷用紙の販売については、採算

性重視の選別受注と物流費等のコスト削減を進め収益性の改善に取り組む一

方、堅調な需要と安定的な収益が見込める紙器用板紙の拡販に注力してまい

ります。

(5) 財産及び損益の状況の推移

区　　　　分
第95期

平成27年度
第96期

平成28年度
第97期

平成29年度

第98期
（当連結会計年度）
平成30年度

売 上 高(百万円) 35,709 35,268 37,298 37,135

経 常 利 益(百万円) 1,189 1,242 1,059 387

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(百万円) 753 781 742 183

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 101.18 105.03 99.70 24.66

総 資 産(百万円) 40,619 41,183 44,825 44,211

純 資 産(百万円) 25,963 26,860 27,440 27,153

（注）　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16

日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度の総資産の金額につ

いては、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

武蔵エンジニアリング株式会社 95百万円 100.00％
当社取扱商品の設計・
開発・製造

ムサシ・フィールド・サポート株式会社 50 100.00
機器・器具の設置・保守・
点検・修理

エ ム ・ ビ ー ・ エ ス 株 式 会 社 60 100.00
情報用紙製品・ＯＡ機材の製
造・販売、産業材料製品の販売

エ フ ・ ビ ー ・ エ ム 株 式 会 社 20 100.00
印刷システム機材・ＯＡ機
器の販売

株式会社ムサシ・エービーシー 20 100.00 データ入力サービス

ムサシ・イメージ情報株式会社 50 100.00
デジタル加工・マイクロフ
ィルムサービス

ムサシ・アイ・テクノ株式会社 20 100.00
データ入力・デジタル加工・
マイクロフィルムサービス

武 蔵 興 産 株 式 会 社 50 100.00 不動産の賃貸業

株式会社武蔵エンタープライズ 10 100.00 リース業、損害保険代理業

－ 5 －
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(7) 主要な事業内容（平成31年３月31日現在）

当社グループは次の事業を主たる事業内容としております。

事　　　　　業 主　要　取　扱　品　目

情報・印刷・産業システム機材

電子メディア・マイクロフィルム総合システムの機器・材料・
情報処理サービスと保守、機能性材料の販売
印刷システム・ＩＰＳ（名刺・ハガキ印刷）システムの機器・
材料と保守、レーザー加工機の機器・保守
産業用検査の機器・材料と保守

金融汎用・選挙システム機材
貨幣処理・選挙・セキュリティシステムの機器及び関連機材
と保守

紙 ・ 紙 加 工 品
印刷・出版・情報・事務用紙、紙器用板紙、特殊紙、紙加工
品、感圧紙

不動産賃貸・リース事業等 不動産の賃貸業、リース業、損害保険代理業

(8) 主要な事業所（平成31年３月31日現在）

①　当社の本社・支店

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 中 央 区 東 関 東 支 店 千 葉 市 中 央 区

東 京 第 一 支 店 東 京 都 中 央 区 大 阪 支 店 大阪府東大阪市

東 京 第 二 支 店 東 京 都 中 央 区 名 古 屋 支 店 名 古 屋 市 中 区

紙 ・ 紙 加 工 事 業 部 東 京 都 中 央 区 福 岡 支 店 福 岡 市 博 多 区

海 外 営 業 部 東 京 都 中 央 区 中 四 国 支 店 広 島 市 中 区

神 静 支 店 横 浜 市 西 区 札 幌 支 店 札 幌 市 北 区

北 関 東 支 店 さいたま市大宮区 仙 台 支 店 仙 台 市 青 葉 区

②　子会社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

武蔵エンジニアリング株式会社 東 京 都 港 区 ムサシ・イメージ情報株式会社 東 京 都 江 東 区

ムサシ・フィールド・サポート株式会社 東 京 都 中 央 区 ムサシ・アイ・テクノ株式会社 大阪府東大阪市

エム・ビー・エス株式会社 東 京 都 中 央 区 武 蔵 興 産 株 式 会 社 東 京 都 中 央 区

エフ・ビー・エム株式会社 東京都千代田区 株式会社武蔵エンタープライズ 東 京 都 中 央 区

株式会社ムサシ・エービーシー 東 京 都 中 央 区

－ 6 －
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(9) 使用人の状況（平成31年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

情報・印刷・産業システム機材 320（804）名 △12（△58）名

金融汎用・選挙システム機材 161（  5） 3（　 1）

紙 ・ 紙 加 工 品 47（  1） △1（△ 1）

不 動 産 賃 貸 ・ リ ー ス 事 業 等 5（  -） 0（　 -）

全 　 社 （ 共 通 ） 34（  -） 0（　 -）

合 計 567（810） △10（△58）

（注）１．使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載

しております。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門

に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

217名 △4名 46.2歳 22.1年

（注）　使用人数は就業員数であり、出向者９名を含んでおりません。

(10) 主要な借入先（平成31年３月31日現在）

特に記載すべき借入先はありません。

－ 7 －
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成31年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 28,920,000株

②　発行済株式の総数 7,950,000株

③　株主数 729名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

上 毛 実 業 株 式 会 社 1,388千株 18.65％

シ ョ ウ リ ン 商 事 株 式 会 社 897 12.05

株 式 会 社 光 通 信 583 7.83

ム サ シ 社 員 持 株 会 436 5.86

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 360 4.83

M S C O  C U S T O M E R  S E C U R I T I E S 307 4.12

ム サ シ 互 助 会 299 4.01

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 278 3.74

小 林 厚 一 237 3.19

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 190 2.55
 

（注）１．当社は、自己株式を506,537株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

－ 8 －
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(2) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成31年３月31日現在） （※印は代表取締役）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

※ 取締役名誉会長 都 木 恒 夫 武蔵興産株式会社代表取締役社長

※取 締 役 会 長 小 林 厚 一

※取 締 役 社 長 羽 鳥 雅 孝

専 務 取 締 役 佐々木　　　淳 第一営業本部長

常 務 取 締 役 村 田 　 進 役員室長兼財務部長

常 務 取 締 役 山 村 　 隆 総務部長

取 締 役 浅 川 正 仁 経営企画本部長

取 締 役 新 妻 一 俊 第一営業本部副本部長

取 締 役 廻　　　真一郎 第二営業本部長兼東京第二支店長

取 締 役 栃 木 眞 司 東京第一支店長

取 締 役 小 林 佳 典 大阪支店長

取 締 役 小 野 貢 市 東京第一支店副支店長

取 締 役 五 島 眞 一 名古屋支店長

取 締 役 髙 原 巨 章 税理士

常 勤 監 査 役 中 川 裕 務

常 勤 監 査 役 桑 原 弘 順

監 査 役 安 藤 信 彦 弁護士
ホッカンホールディングス株式会社社外取締役

監 査 役 浅 野 修 一 公認会計士、税理士

（注）１．取締役髙原巨章氏は、社外取締役であります。

２．監査役安藤信彦氏及び浅野修一氏は、社外監査役であります。

３．監査役浅野修一氏は公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有するものであります。

４．取締役髙原巨章氏及び監査役浅野修一氏は、東京証券取引所に対し独立役員として届

け出ております。
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②　取締役及び監査役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（うち社外取締役）

14名
（1）

321百万円
（3）

監 査 役
（うち社外監査役）

4
（2）

26
（5）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

18
（3）

347
（9）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．報酬等の額には、当事業年度の役員退職慰労引当金繰入額が含まれております。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人との関係

監査役安藤信彦氏は、ホッカンホールディングス株式会社の社外取締

役であります。当社とホッカンホールディングス株式会社との間には特

別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

取締役髙原巨章氏は、当事業年度に開催された取締役会19回のうち12

回に出席しており、社外取締役として報告事項や決議事項について適宜

質問するとともに、必要に応じ社外の立場から意見を述べております。

監査役安藤信彦氏は、当事業年度に開催された取締役会19回のうち12

回に出席し、また監査役会14回のうち13回に出席しており、社外監査役

として報告事項や決議事項について適宜質問するとともに、必要に応じ

社外の立場から意見を述べております。

監査役浅野修一氏は、当事業年度に開催された取締役会19回のうち12

回に出席し、また監査役会14回のうち14回に出席しており、会計に関す

る豊富な経験に基づき社外監査役として報告事項や決議事項について適

宜質問するとともに、必要に応じ社外の立場から意見を述べております。

－ 10 －
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(3) 会計監査人の状況

①　名称 東陽監査法人

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25.5百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

25.5

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」等

を踏まえ、前期の監査実績の分析・評価、監査計画における監査時間・配員計画、会

計監査人の職務遂行状況、報酬見積りの相当性などを確認し、検討した結果、会計監

査人の報酬額につき会社法第399条第１項の同意を行っております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、監査役会が

会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨

及びその理由を報告いたします。

－ 11 －
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に関する記録は、社内規程に基づき作成・保存してお

ります。

②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理を有効に機能させるため、企業倫理の確立、情報セキュリテ

ィの確保、品質管理の徹底等を本社部門が中心となり推進するとともに、

各部署がそれぞれの役割に応じて自主的に対応する体制をとっております。

実施状況については、各主管部門が継続的に監視・監督を行っており、

重要な事項については、適宜取締役会への報告を行っております。

③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

月１回定期的に開催される取締役会に加え、取締役を中心に各事業担当

の幹部が出席する業務連絡会議を毎週１回開催し、業務の運営状況、予算

の進捗状況、販売先への与信管理等あらゆる面において業務執行の迅速化

と共通認識の徹底を図っております。

④　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

職務の執行は、役職員が自己の分掌範囲について責任をもって行ってお

り、特に経営上の重要な意思決定は、取締役会において検討を加え慎重に

行うこととしております。

また、内部監査体制として、内部監査室が計画的に業務監査及び会計監

査を実施し、会社業務の適正な運営や社内規程との整合性等を検証すると

ともに、不正過誤の防止、業務の改善・効率化を図っております。

法令違反等を早期に発見し、違反状態を速やかに解消するため、役職員

等が直接情報を提供する手段として、内部通報規程に基づく内部者通報制

度を運用しております。

－ 12 －
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⑤　次に掲げる体制その他の会社並びにその親会社及び子会社から成る企業

集団における業務の適正を確保するための体制

イ　子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員、法第598条第１項の職

務を行うべき者その他これらの者に相当する者（ハ及びニにおいて「取

締役等」という。）の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する

体制

グループ会社についてはグループ企業管理室が関係会社管理規程に基

づき管理しており、グループ会社の事業内容は毎月報告を受けておりま

す。

ロ　子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制

グループ企業管理室が各種リスクの管理を行うとともに、重要な意思

決定については事前協議を行い、必要に応じて当社取締役会で審議を行

っております。

ハ　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

グループ会社において定期的に開催される取締役会及び重要な会議に

当社の関係役員が参加し、運営に関する共通認識の徹底を図っておりま

す。

ニ　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

職務の執行は、役職員が自己の分掌範囲について責任をもって行って

おり、特に経営上の重要な意思決定は、当社取締役会において検討を加

え慎重に行うこととしております。

ホ　当社内部監査室、会計監査人、監査役は、連携しグループ各社の監査

を適宜行っております。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

現在、監査役の職務を補助すべき使用人はおりませんが、必要に応じて、

監査役の業務補助のための使用人を置くこととしております。

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

使用人の人事に関する事項については、監査役会と事前に協議すること

としております。

－ 13 －
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⑧　監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する

事項

監査役から指示を受けた当該使用人は、その指示の遂行に関して取締役

の指揮命令を受けず、また、実施結果の報告は指示した監査役に対しての

み行うこととしております。

⑨　次に掲げる体制その他の監査役への報告に関する体制

イ　会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

取締役及び使用人は、以下の事項について監査役に書面もしくは口頭

にて報告することとしております。

・当社グループに著しい損害及び利益を及ぼす恐れのある事実

・職務執行に関する不正行為、法令・定款に違反する重大な事実が発生

する可能性もしくは発生した場合の当該事実

・その他社内規程に定められた報告事項

また、監査役は重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握する

ため、取締役会等重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書、その

他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用

人にその説明を求めることとしております。

ロ　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員、法第598条第１項の職

務を行うべき者その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれら

の者から報告を受けた者が監査役に報告するための体制

グループ会社の取締役及び使用人は、グループ企業管理室に随時その

職務の執行状況及び会社に重大な影響を及ぼす事項について、その内容

を報告し、グループ企業管理室は、監査役の求めに応じて随時報告を行

うこととしております。

⑩　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

当社グループは、内部通報規程において、通報者の保護を定めておりま

す。

⑪　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他

の当該職務の執行について生ずる費用又は償還の処理に係る方針に関す

る事項

監査役が職務上必要とする費用については、会社法第388条に則り処理す

ることとしております。
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⑫　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役との意見交換を行い適切な意思疎通を図るとともに、内部監

査室、会計監査人と十分な連携を図り、効果的な監査業務の遂行を図るこ

ととしております。

⑬　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制の整備状況

当社は以下のとおり「反社会的勢力排除に関する基本方針」を定め、こ

の方針に従った対応を徹底いたします。

・当社は、反社会的勢力とは、取引を含めた一切の関係を遮断します。

・当社は、反社会的勢力による不当要求に対し、組織全体として対応する

とともに、対応する役職員の安全確保に努めます。

・当社は、反社会的勢力による不当要求に備え、平素から警察、公益社団

法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会、公益財団法人暴力団追放運動

推進都民センター及び弁護士等との連携関係を構築します。

・当社は、反社会的勢力による不当要求には一切応じず、毅然として法的

対応を行います。

・当社は、いかなる理由があっても、事実を隠蔽するための反社会的勢力

との裏取引は絶対行いません。

・当社は、反社会的勢力に対する資金提供は、絶対に行いません。

・当社の反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況は以下のとおりです。

(1) 「反社会的勢力排除に関する基本方針」において、「反社会的勢力

とは取引を含めた一切の関係を遮断」することを宣言しています。

(2) 総務部を対応部門とし、不当要求などの事案ごとに関係部門と協議

し対応します。

(3) 公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会（特防連）及びそ

の下部組織である特殊暴力防止対策協議会（特防協）に加入し、ま

た所轄の警察署、公益財団法人暴力団追放運動推進都民センター及

び弁護士等、外部の専門機関と連携しています。

(4) 特防連等が主催する講習会や情報交換会等で反社会的勢力に関する

情報を収集し、総務部で情報の一元管理を行っています。

(5) 「反社会的勢力対応マニュアル」を作成し、その内容及び特防連監

修の教育・研修用ビデオにより、役職員に周知・徹底を行っていま

す。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社の当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の

概要は以下のとおりであります。

・取締役会を19回開催し、法令等に定められた事項や経営方針、予算の策定

等経営における重要な事項を決定し、月次の業績の分析、対策、評価を検

討するとともに、法令・定款等への適合性及び業務の適正性の観点から審

議を行いました。

・監査役会を14回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、取締役会等重

要な社内会議への出席、業務及び財産の状況の監査、取締役の職務執行の

監査、法令・定款等の遵守について監査いたしました。

・財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に鑑み、策定した実施計画に基づ

き内部統制評価を実施いたしました。また、決算開示資料については、取

締役会に付議した後、開示を行うことにより適正性を確保いたしました。

・当社の「内部監査規程」に従い内部監査室が作成した監査計画に則り、内

部監査室が当社の業務監査及び会計監査を実施いたしました。グループ会

社の経営上の重要案件については、当社の「関係会社管理規程」に基づき、

グループ企業管理室が報告を受け、当社取締役会で審議を行いました。

－ 16 －
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成31年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

34,279

18,747

11,754

2,739

78

470

495

△6

9,931

3,216

993

50

1,811

361

408

272

115

20

6,307

1,424

431

301

1,133

2,548

512

△45

流 動 負 債 14,600

支払手形及び買掛金 6,122

電 子 記 録 債 務 3,698

短 期 借 入 金 3,516

未 払 法 人 税 等 68

賞 与 引 当 金 425

そ の 他 769

固 定 負 債 2,457

繰 延 税 金 負 債 181

退職給付に係る負債 214

役員退職慰労引当金 1,386

そ の 他 674

負 債 合 計 17,058

純 資 産 の 部

株 主 資 本 26,827

資 本 金 1,208

資 本 剰 余 金 2,005

利 益 剰 余 金 24,190

自 己 株 式 △576

その他の包括利益累計額 325

その他有価証券評価差額金 214

退職給付に係る調整累計額 110

純 資 産 合 計 27,153

資 産 合 計 44,211 負 債 ・ 純 資 産 合 計 44,211

－ 17 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書

(平成30年４月１日から)平成31年３月31日まで
（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 37,135

売 上 原 価 29,309

売 上 総 利 益 7,826

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,519

営 業 利 益 306

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 52

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1

雑 収 入 61 116

営 業 外 費 用

支 払 利 息 34

雑 損 失 1 36

経 常 利 益 387

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 111 111

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 16 16

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 482

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 216

法 人 税 等 調 整 額 83 299

当 期 純 利 益 183

非支配株主に帰属する当期純利益 －

親会社株主に帰属する当期純利益 183

－ 18 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成30年４月１日から)平成31年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,208 2,005 24,245 △576 26,882

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △238 △238

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

183 183

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － △54 － △54

当 期 末 残 高 1,208 2,005 24,190 △576 26,827

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 435 122 558 27,440

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △238

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

183

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△220 △11 △232 △232

当 期 変 動 額 合 計 △220 △11 △232 △287

当 期 末 残 高 214 110 325 27,153

－ 19 －
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　　　　　　　　９社

②　連結子会社の名称　　　　　　　武蔵エンジニアリング株式会社

ムサシ・フィールド・サポート株式会社

エム・ビー・エス株式会社

エフ・ビー・エム株式会社

株式会社ムサシ・エービーシー

ムサシ・イメージ情報株式会社

ムサシ・アイ・テクノ株式会社

武蔵興産株式会社

株式会社武蔵エンタープライズ

(2) 持分法の適用に関する事項　　　　持分法適用の関連会社は株式会社ジェイ・アイ・エム

１社であり、持分法を適用していない関連会社はあり

ません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産　　　　　　　　　主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　定率法

（リース資産を除く）　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法によっ

ております。

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法

（リース資産を除く）　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

ハ．リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

－ 20 －
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③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、それぞ

れ内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より費用処理することとしております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。

⑤　重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却

を行っております。

⑦　消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当連

結会計年度の費用として処理しております。

２．表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）を

当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税

金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

－ 21 －
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産減価償却累計額 6,574百万円

(2) 連結会計年度末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をして

おります。なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の連結会計年度

末日満期手形等が連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 484百万円

支払手形 15百万円

電子記録債務 124百万円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 7,950,000株

(2) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決 　 　 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年６月28日
定 時 株 主 総 会

普通株式 148 20.00 平成30年３月31日 平成30年６月29日

平成30年11月6日
取 締 役 会

普通株式 89 12.00 平成30年９月30日 平成30年12月14日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

令和元年６月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 89 12.00 平成31年３月31日 令和元年６月28日

－ 22 －
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資は流動性の高い金融資産で運用し、中・短期の資金調達

については金融機関からの借入により調達する方針です。また、デリバティブ取引につい

てはヘッジ手段として用いる場合を除き原則として行いません。

②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金には、顧客の信用リスクが存在しております。

有価証券及び投資有価証券は、債券及び主に業務上の関係を有する企業の株式であり、

市場価格の変動リスクに晒されております。

差入保証金は、仕入先に対し仕入債務の担保として差し入れているものであります。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、すべて６ヶ月以内の支払期

日であります。

借入金は、営業取引に係る資金調達を目的としたものであります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

取引関連諸規程に従い、業務管理室が取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとと

もに、定期的に取引先について信用状況を調査し、財務状況等の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を行っております。

連結子会社においても、当社の取引関連諸規程に準じて、管理を行っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体の財務

状況等を把握しております。

債券は、定期的に発行体の経営成績・財務状況を把握するとともに、日本証券業協会

公表の「公社債店頭売買参考統計値」により市場価格を監視しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

グループ各社は月次資金繰計画を作成し、これを適時に更新することにより流動性リ

スクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 23 －
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成31年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）

２．参照）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 18,747 18,747 －

（2）受取手形及び売掛金 11,754 11,754 －

（3）有価証券及び投資有価証券 1,329 1,329 －

資産計 31,831 31,831 －

（1）支払手形及び買掛金 6,122 6,122 －

（2）電子記録債務 3,698 3,698 －

（3）短期借入金 3,516 3,516 －

（4）未払法人税等 68 68 －

負債計 13,405 13,405 －

デリバティブ取引 － － －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブに関する事項

・資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価格に

よっております。また、保有目的は、すべて「その他有価証券」であります。

・負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、(3)短期借入金、(4)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

・デリバティブ取引

当連結会計年度においてデリバティブ取引は行っておりません。

－ 24 －
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分
連結貸借対照表計上額

（百万円）

（1）非上場株式 526

（2）差入保証金 2,548

合 計 3,075

（注）１．(1)非上場株式

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

２．(2)差入保証金

償還期限の定めがなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、帳簿価額によっております。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 18,621 － － －

受取手形及び売掛金 11,754 － － －

合 計 30,376 － － －

６．賃貸等不動産に関する注記

一部の連結子会社では、東京都において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）及びマンシ

ョン（土地を含む）を有しております。平成31年３月期における当該賃貸不動産に係る利益は

117百万円であります。

また、当該賃貸不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであり

ます。

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 （ 百 万 円 ）
期 末 時 価
（百万円）

期 首 残 高 期 中 増 減 額 期 末 残 高

752 △20 731 2,250

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し

た金額であります。

２．期中減少額は、主に減価償却費であります。

３．期末時価は、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場

価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていないため、当該評価額

や指標を用いて調整した金額によっております。

－ 25 －
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７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 3,647円92銭

(2) １株当たり当期純利益 24円66銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 26 －

連結注記表
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貸　借　対　照　表
（平成31年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

前 渡 金

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

差 入 保 証 金

敷 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

25,829

13,340

3,703

5,722

2,199

49

30

490

299

△5

9,529

1,894

287

90

0

75

1,440

44

16

27

7,591

1,226

2,683

7

2,548

338

642

221

△77

流 動 負 債 12,516

電 子 記 録 債 務 4,188

買 掛 金 4,384

短 期 借 入 金 3,466

未 払 金 178

賞 与 引 当 金 189

そ の 他 109

固 定 負 債 1,596

繰 延 税 金 負 債 58

役員退職慰労引当金 1,125

そ の 他 412

負 債 合 計 14,112

純 資 産 の 部

株 主 資 本 21,047

資 本 金 1,208

資 本 剰 余 金 2,005

資 本 準 備 金 2,005

利 益 剰 余 金 18,410

利 益 準 備 金 197

その他利益剰余金 18,213

別 途 積 立 金 15,000

繰越利益剰余金 3,213

自 己 株 式 △576

評価・換算差額等 198

その他有価証券評価差額金 198

純 資 産 合 計 21,246

資 産 合 計 35,359 負 債 ・ 純 資 産 合 計 35,359

－ 27 －

貸借対照表



2019/05/25 11:17:48 / 18483263_株式会社ムサシ_招集通知

損　益　計　算　書

(平成30年４月１日から)平成31年３月31日まで
（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 28,902

売 上 原 価 24,982

売 上 総 利 益 3,920

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,860

営 業 利 益 59

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 58

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0

雑 収 入 118 177

営 業 外 費 用

支 払 利 息 33

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 50

雑 損 失 0 84

経 常 利 益 152

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 111 111

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 16 16

税 引 前 当 期 純 利 益 247

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 78

法 人 税 等 調 整 額 10 88

当 期 純 利 益 159

－ 28 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成30年４月１日から)平成31年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金
利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計

資本準備金 別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,208 2,005 197 15,000 3,292 18,489 △576 21,126

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △238 △238 △238

当 期 純 利 益 159 159 159

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △78 △78 － △78

当 期 末 残 高 1,208 2,005 197 15,000 3,213 18,410 △576 21,047

評価・換算差額等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 400 21,527

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △238

当 期 純 利 益 159

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△201 △201

当 期 変 動 額 合 計 △201 △280

当 期 末 残 高 198 21,246

－ 29 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法

ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法を採用しております。

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

③　退職給付引当金

（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

なお、計算の結果、当事業年度末において退職給付引

当金が借方残高となったため、「前払年金費用」とし

て計上しております。

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

－ 30 －

個別注記表
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ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より費用処理することとしております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用の未処理額の会計処理方法は、連結計算書

類におけるこれらの会計処理の方法と異なっておりま

す。

②　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

③　消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当事

業年度の費用として処理しております。

２．表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）を

当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負

債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産減価償却累計額 2,576百万円

(2) 保証債務

関係会社に対して次のとおり債務保証を行っております。

会 　 社 　 名 金　　額 内　　容

ムサシ・フィールド・サポート株式会社 6百万円 仕入債務

(3) 関係会社に対する短期金銭債権（区分表示したものを除く） 491百万円

(4) 関係会社に対する短期金銭債務 1,538百万円

(5) 関係会社に対する長期金銭債権 274百万円

(6) 期末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日をもって決済処理を

しております。

なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形及び電子記

録債務が期末残高に含まれております。

受取手形 357百万円

電子記録債務 124百万円

－ 31 －

個別注記表
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４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社に対する売上高 1,648百万円

(2) 関係会社からの仕入高 5,675百万円

(3) 関係会社とのその他の営業取引 284百万円

(4) 関係会社との営業取引以外の取引 103百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

事業年度末における自己株式の数 普通株式 506,537株

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産

賞与引当金 57百万円

未払社会保険料 8百万円

試験研究費 67百万円

関係会社株式評価損 207百万円

会員権評価損 25百万円

役員退職慰労引当金 344百万円

退職給付信託 58百万円

貸倒引当金 16百万円

その他 80百万円

繰延税金資産小計 866百万円

評価性引当額 △665百万円

繰延税金資産合計 200百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △62百万円

前払年金費用 △196百万円

繰延税金負債合計 △259百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △58百万円

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,854円38銭

(2) １株当たり当期純利益 21円41銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 32 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
令和元年５月10日

株式会社　ム　サ　シ

取 締 役 会 御中

東 陽 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 北 島 　 緑 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 平 井 　 肇 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ムサシの平

成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及

び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が

国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき

監査を実施することを求めている。

－ 33 －
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ムサシ及び連結子会社から

なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 34 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
令和元年５月10日

株式会社　ム　サ　シ

取 締 役 会 御中

東 陽 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 北 島 　 緑 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 平 井 　 肇 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ムサ

シの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第98期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監

査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

－ 35 －
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断

により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の

有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 36 －

会計監査人の監査報告



2019/05/25 11:17:48 / 18483263_株式会社ムサシ_招集通知

監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第98期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取

締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施し

ました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役

及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か

ら成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する

取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部

統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見

を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 37 －
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

令和元年５月14日

株式会社 ムサシ 監査役会

常勤監査役 中 川 裕 務 

常勤監査役 桑 原 弘 順 

社外監査役 安 藤 信 彦 

社外監査役 浅 野 修 一 

以　上
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株主総会参考書類

＜会社提案（第１号議案から第４号議案まで）＞

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、企業体質の強化と将来の事業展開のため内部留保の充実を図ると同時

に、業績の成果に応じた利益還元に努めることを基本に、当期の期末配当を次の

とおりとさせていただきたいと存じます。

・期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割り当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき普通配当12円（中間配当12円を含め年間配当24

円）とさせていただきたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は89,321,556円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

令和元年６月28日といたしたいと存じます。

－ 39 －
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第２号議案　取締役13名選任の件

取締役14名（全員）は本定時株主総会の終結の時をもちまして任期満了になり

ますので、取締役13名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 　 　 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

1
小 林 厚 一

(昭和18年10月12日生)

昭和47年２月 当社入社

昭和57年11月 当社取締役

平成元年12月 当社代表取締役専務取締役

平成４年12月 当社代表取締役社長

平成25年６月 当社代表取締役会長（現任）

237,700株

2
羽 鳥 雅 孝

(昭和18年６月29日生)

昭和59年12月 当社入社

 当社取締役

平成４年12月 当社代表取締役専務取締役

平成22年６月 当社代表取締役副社長

平成25年６月 当社代表取締役社長（現任）

137,200株

3
村 田 　 進

(昭和28年５月20日生)

昭和51年４月 当社入社

平成17年６月 当社取締役　役員室長

平成23年６月 当社取締役　役員室長兼グループ

企業管理室長

平成27年６月 当社常務取締役　役員室長兼財務

部長（現任）

8,800株

4
浅 川 正 仁

(昭和29年１月22日生)

昭和52年４月 当社入社

平成21年６月 当社取締役　東京第二支店長

平成25年６月 当社取締役　経営企画本部長

平成27年６月 当社取締役　経営企画本部長兼グ

ループ企業管理室長

平成29年６月 当社取締役　経営企画本部長

令和元年５月 当社取締役　経営企画本部長兼第

一営業本部長（現任）

12,400株

5
新 妻 一 俊

(昭和34年１月４日生)

昭和56年４月 当社入社

平成25年６月 当社取締役　大阪支店長

平成29年６月 当社取締役　第一営業本部副本部

長

令和元年５月 当社取締役　第一営業本部副本部

長兼東京第一支店長（現任）

3,300株

－ 40 －
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候補者
番号

氏 　 　 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

6
廻　　　真一郎

(昭和34年12月19日生)

昭和58年４月 当社入社

平成27年６月 当社取締役　東京第二支店長

平成29年６月 当社取締役　第二営業本部長兼東

京第二支店長

平成31年４月 当社取締役　第二営業本部長（現

任）

2,800株

7
小 林 佳 典

(昭和35年１月30日生)

昭和58年４月 当社入社

平成24年５月 株式会社ムサシ・エービーシー取

締役

平成27年６月 当社名古屋支店長

平成29年６月 当社取締役　大阪支店長（現任）

2,900株

8
小 野 貢 市

(昭和36年８月20日生)

昭和60年４月 当社入社

平成27年６月 当社中四国支店長

平成29年６月 当社取締役　東京第一支店副支店長

令和元年５月 当社取締役　東京第一支店副支店長

兼グループ企業管理室長（現任）

4,100株

9
五 島 眞 一

(昭和36年10月12日生)

昭和60年４月 当社入社

平成25年６月 当社北関東支店長

平成29年６月 当社取締役　名古屋支店長（現任）

1,400株

10
髙 原 巨 章

(昭和55年３月17日生)

平成27年４月 税理士登録

平成27年６月 当社社外取締役（現任）
700株

※

11

山 本 義 明

(昭和36年４月12日生)

昭和60年４月 当社入社

平成30年４月 当社財務部　上席部長部員（現任）
－株

※

12

小 林 将 治

(昭和50年７月27日生)

平成21年４月 当社入社

平成29年６月 当社紙・紙加工事業部長（現任）
9,000株

※

13

羽 鳥 智 紀

(昭和49年５月25日生)

平成22年５月 当社入社

平成29年６月 当社経営企画部長（現任）
21,800株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．髙原巨章氏は社外取締役候補者であります。

４．髙原巨章氏は、直接経営に関与した経験はありませんが、税理士としての専門的な知

識を有しており、社外取締役として当社の経営に的確な助言をいただけるものと判断

し、社外取締役候補者といたしました。

５．髙原巨章氏の当社の社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会の終結の時をも

って４年であります。

６．髙原巨章氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏が原

案どおり選任された場合、引き続き独立役員とする予定であります。

－ 41 －
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第３号議案　監査役２名選任の件

監査役桑原弘順氏及び安藤信彦氏は本定時株主総会の終結の時をもちまして任

期満了になりますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役の候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 　 　 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

※

1

山 村 　 隆
(昭和27年11月26日生)

昭和51年４月 当社入社

平成17年６月 当社取締役

平成27年６月 当社常務取締役（現任）

12,600株

2
安 藤 信 彦
(昭和39年４月29日生)

平成８年４月 東京弁護士会登録

　　　　　　 上野久徳法律事務所入所

平成12年10月 上野・安藤法律事務所（現　安藤

総合法律事務所）開設（現任）

平成19年６月 当社監査役（現任）

（重要な兼職の状況）

ホッカンホールディングス株式会社　社外取締

役

    －株

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．安藤信彦氏は社外監査役候補者であります。

４．安藤信彦氏は、直接経営に関与した経験はありませんが、弁護士として企業法務に関

し豊富な見識を有するとともに、現に当社の社外監査役として適切に監査をしていた

だいていることから、引き続き当社の社外監査役としての職務を適切に遂行できるも

のと判断し、その候補者といたしました。

５．安藤信彦氏の当社の監査役における在任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって

12年であります。

－ 42 －
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第４号議案　退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

本定時株主総会の終結の時をもちまして任期満了により退任される取締役都木

恒夫氏、佐々木　淳氏、山村　隆氏、栃木眞司氏及び任期満了により退任される

監査役桑原弘順氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社の定める一定の基準

に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。その具体的金

額、贈呈の時期、方法等は、退任取締役については取締役会の決議に、退任監査

役については監査役の協議によることにご一任願いたいと存じます。

退任取締役及び退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

都 木 恒 夫

昭和53年11月 当社取締役

昭和63年12月 当社代表取締役副社長

平成13年６月 当社代表取締役会長

平成25年６月 当社取締役名誉会長

平成29年６月 当社代表取締役名誉会長（現在に至る）

佐 々 木 　 淳

平成19年６月 当社取締役

平成23年６月 当社常務取締役

平成29年６月 当社専務取締役（現在に至る）

山 村 　 隆
平成17年６月 当社取締役

平成27年６月 当社常務取締役（現在に至る）

栃 木 眞 司 平成27年６月 当社取締役（現在に至る）

桑 原 弘 順 平成23年６月 当社常勤監査役（現在に至る）

－ 43 －
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＜株主提案（第５号議案から第７号議案まで）＞

第５号議案から第７号議案までは、１名の株主さまからのご提案によるもので

あります。

取締役会としては、後述のとおりいずれの株主提案にも反対いたします。

なお、議案の要領及び提案の理由は、原文のまま記載しております。

第５号議案　剰余金の処分の件

（1）　議案の要領

ア　配当財産の種類

金銭

イ　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

貴社普通株式　　１株につき金24円

配当総額　　　　金24円に平成31年３月31日現在の貴社発行済普通株式

総数（自己株式を除く）を乗じて算出した金額

ウ　剰余金の配当が効力を生じる日

本株主総会の日の翌営業日

エ　配当金支払い開始日

本株主総会開催日の７営業日後

（2）　提案の理由

貴社は、平成31年３月末日時点で多額の現預金を保有しています。しかし

通知人は、余剰資金を必要以上に社内に留保することなく株主に適切に還元

することが重要と考えており、このような株主への利益還元は、企業価値ひ

いては株主共同の利益に資するものと確信しています。また、この余剰金の

処分により、貴社のＲＯＥが向上することとなり、貴社の企業価値を向上さ

せることにつながります。

一方、貴社はこれまで数年にわたり、20円の期末配当を続けています。24

円の期末配当という本提案は過去の実績より大きく逸脱するものではなく、

「安定配当を継続する」という貴社の配当方針に沿ったものであると考えて

います。

－ 44 －

剰余金の処分の件
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【当社取締役会の意見】

当社取締役会としては、本議案に反対いたします。

当社は、企業体質の強化と将来の事業展開のため内部留保の充実を図ると

同時に、業績の成果に応じた利益還元に努めることを基本方針としておりま

す。また、株主の皆様への利益還元である配当に関しても、株式会社の重大

な使命であることを認識しており、過去においても業績に応じた特別配当を

実施してまいりました。今後も基本方針にそった配当の実施が重要と考えて

おります。

従いまして、本議案には反対いたします。

－ 45 －

剰余金の処分の件
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第６号議案　定款変更の件

（1）　議案の要領

定款「第３章　株主総会」の章に、第18条として、新たに以下の条文を追

加し、現行定款の第18条以降を、各々１条ずつ繰り下げる（現行定款第18条

→新定款第19条、現行定款第21条→新定款第22条、以下同じ）。

「第18条　株主総会は、会社法に規定する事項の外、自己株式の消却（消

却する自己株式の種類及び種類ごとの数を含む。）に関する事項について決

議することができる。」

（2）　提案の理由

自己株式の消却が行われるか否かという事は、株主にとり非常に重要な問

題です。

現状では、自己株式の消却は取締役会の決議事項となっていますが、株主

にとって非常に重要な問題である自己株式の消却について、取締役会に加え

株主総会に於いても決議できる様にする事は、全ての株主の利益に適う事で

あり、その為の定款変更を提案するものです。

【当社取締役会の意見】

当社取締役会としては、本議案に反対いたします。

当社は、保有する自己株式の消却を含め、資本政策については、その時々

の経営環境を踏まえ、柔軟かつ機動的に検討、実施する必要があると考えて

おります。従いまして、自己株式の消却については、株主総会の決議事項で

はなく、会社法上の原則どおり、取締役会の決議とすることが、より柔軟か

つ機動的な検討や実施につながり、結果として企業価値向上に資すると考え

ております。

従いまして、本議案には反対いたします。

－ 46 －

定款変更の件
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第７号議案　自己株式の消却の件

（1）　議案の要領

保有する自己株式を全て消却する。

（2）　提案の理由

通知人は、貴社が自己株式を保有する必要性はないと考えます。貴社が自

己株式を消却することにより、自己株式の取得による利益を株主が完全に享

受することができます。仮にかかる自己株式が公募割当又は第三者割当によ

り処分された場合、新株発行と同様に１株利益が希薄化することとなり、既

存の株主の利益は大きく損なわれることになってしまいます。

【当社取締役会の意見】

当社取締役会としては、本議案に反対いたします。

第６号議案に対する取締役会の意見でも述べた自己株式の保有・消却方針

に基づき、今般検討した結果、現時点での自己株式消却は不要と判断いたし

ました。

従いまして、本議案には反対いたします。

以　上

－ 47 －

自己株式の消却の件
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株主総会会場ご案内図

Sun-mi高松７丁目店

東京都中央区銀座七丁目13番20号

銀座中村ビル１階　電話03(3546)8181
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Sun-mi高松７丁目店
（総会会場）
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本社ビル
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楽
町

陸橋

JR新橋駅

交通のご案内
※地下鉄東銀座駅から徒歩約４分
※地下鉄銀座駅から徒歩約５分
※地下鉄新橋駅から徒歩約６分
※JR新橋駅から徒歩約７分
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